
事業承継セミナー
～会社を見つめ直し、会社の未来を描く～

令和５年１２月１９日
主催：岐阜県 県土整備部
建設業法令順守等講習会

「第1部 現状、センターの役割そして親族内承継について」



第１部の内容
1. ちょっとご質問させてください

2.事業承継を円滑に進めるために必要なこと

3.事業承継・引継ぎ支援センターの役割

4.親族内承継で活用できる施策

5.親族内承継の支援事例



１．ちょっとご質問させてください。
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【質問１】

おいくつですか。

①５０代

②６０代

③７０代
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2000年の中小企業経営

者の年齢は50歳代前半

がピークであり、年を

追うごとに高齢化して

いった。

この傾向は20年続き

2020年のピークは分散

傾向となった。

2022年では再び「70歳

～74歳」にピークが形

成されつつあり、経営

者のさらなる高齢化、

二極化が示唆される。

2022年

１ 年齢別に見た中小企業経営者年齢の分布
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（出展）帝国データバンク 全国「社長年齢」分析調査（2021 年）を再編・加工

(歳、カッコ内は2021年の順位)

地域 都道府県 1990年 2000年 2010年 2020年 2021年 順位 対前年 対90年 地域 都道府県 1990年 2000年 2010年 2020年 2021年 順位 対前年 対90年

北海道 北海道 54.3 56.9 58.9 60.9 61.1 (9) +0.2 +6.8 近畿 滋賀県 54.3 56.3 57.1 59.1 59.2 (46) +0.1 +4.9

東北 青森県 53.9 56.6 59.2 61.8 61.9 (3) +0.1 +8.0 京都府 54.4 56.6 58.1 60.1 60.3 (27) +0.2 +5.9

岩手県 54.8 57.8 60.4 62.0 62.1 (2) +0.1 +7.3 大阪府 54.5 56.9 57.8 59.3 59.4 (42) +0.1 +4.9

宮城県 53.9 56.5 59.0 60.6 60.7 (16) +0.1 +6.8 兵庫県 54.5 56.6 58.2 59.8 60.0 (35) +0.2 +5.5

秋田県 53.8 56.3 59.5 62.2 62.3 (1) +0.1 +8.5 奈良県 54.2 56.2 57.8 59.9 60.2 (30) +0.3 +6.0

山形県 55.5 57.0 59.6 61.2 61.2 (8) +0.0 +5.7 和歌山県 54.5 56.8 58.3 60.4 60.7 (16) +0.3 +6.2

福島県 54.1 56.3 58.8 60.7 60.9 (14) +0.2 +6.8 中国 鳥取県 54.4 56.5 58.9 60.7 60.8 (15) +0.1 +6.4

北関東 茨城県 53.3 55.9 58.5 60.9 61.1 (9) +0.2 +7.8 島根県 55.1 57.1 59.2 61.5 61.4 (5) ▲ 0.1 +6.3

栃木県 53.0 56.0 58.9 60.4 60.6 (20) +0.2 +7.6 岡山県 53.9 56.5 58.2 59.4 59.7 (38) +0.3 +5.8

群馬県 53.4 56.2 58.4 60.4 60.5 (23) +0.1 +7.1 広島県 53.9 56.6 58.2 60.0 60.2 (30) +0.2 +6.3

南関東 埼玉県 53.0 56.4 58.6 60.4 60.6 (20) +0.2 +7.6 山口県 54.8 56.7 58.8 60.2 60.3 (27) +0.1 +5.5

千葉県 52.9 56.2 58.7 60.6 60.7 (16) +0.1 +7.8 四国 徳島県 53.1 55.9 58.3 60.5 60.4 (26) ▲ 0.1 +7.3

東京都 54.3 57.1 58.4 59.6 59.7 (38) +0.1 +5.4 香川県 54.7 57.0 58.6 60.1 60.2 (30) +0.1 +5.5

神奈川県 53.5 56.8 59.0 61.0 61.0 (12) +0.0 +7.5 愛媛県 53.8 56.1 57.9 59.9 60.2 (30) +0.3 +6.4

甲信越 山梨県 53.1 55.9 58.4 60.9 61.0 (12) +0.1 +7.9 高知県 54.1 56.7 59.0 61.6 61.8 (4) +0.2 +7.7

長野県 54.5 56.9 59.1 61.0 61.1 (9) +0.1 +6.6 九州・沖縄 福岡県 53.5 56.1 57.5 59.5 59.5 (40) +0.0 +6.0

新潟県 54.6 56.7 59.1 61.2 61.3 (6) +0.1 +6.7 佐賀県 54.6 55.9 58.2 60.3 60.5 (23) +0.2 +5.9

北陸 富山県 55.0 56.6 58.7 60.4 60.5 (23) +0.1 +5.5 長崎県 54.0 56.2 58.8 61.1 61.3 (6) +0.2 +7.3

石川県 54.2 55.9 57.8 59.2 59.3 (44) +0.1 +5.1 熊本県 52.7 55.4 57.9 59.9 60.0 (35) +0.1 +7.3

福井県 53.5 55.7 58.0 60.3 60.3 (27) +0.0 +6.8 大分県 53.7 55.8 58.0 60.1 60.2 (30) +0.1 +6.5

東海 岐阜県 54.6 56.2 57.9 59.5 59.5 (40) +0.0 +4.9 宮崎県 53.0 55.7 58.0 59.9 59.9 (37) +0.0 +6.9

静岡県 54.3 56.8 58.8 60.6 60.7 (16) +0.1 +6.4 鹿児島県 53.6 55.8 58.4 60.6 60.6 (20) +0.0 +7.0

愛知県 54.2 56.3 57.6 59.1 59.3 (44) +0.2 +5.1 沖縄県 51.5 54.0 56.4 59.3 59.4 (42) +0.1 +7.9

三重県 53.9 55.9 57.4 58.8 59.0 (47) +0.2 +5.1 全国 54.0 56.6 58.4 60.1 60.3 +0.2 +6.3

○2021年の全国平均は前年比0.2歳上昇し、60.3歳。

○岐阜県は、前年と変わらず59.5歳を維持し、全国平均を0.8歳下回っている。五十歩百歩。

２ 中小企業の経営者年齢 （都道府県別）



【質問２】

後継者は、決めていますか。

①決めている。

②決めていない。
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３ 後継者不在企業の割合

日本企業の「後継者問題」は急速に改善へと向かっている。2022 年の全国・全業種約27 万社における後継者動向
について調査した結果、後継者が「いない」、または「未定」とした企業が15.4万社に上った。この結果、全国の後継者
不在率は57.2％となり、コロナ前の2019 年からは8.0pt、2021 年の不在率61.5％からも4.3pt 低下し、5 年連続で不在

率が低下した。

しかし

しかし、岐阜県は依然として後継者不在率が高い。



【質問３】

だれに譲りますか。

①親族内
②親族外
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2018 年以降の過去5 年間における事業承継について、

先代経営者との関係性（就任経緯別）をみると、2022 年

の事業承継は「同族承継」により引き継いだ割合が34.0％

に達し、全項目中最も高かった。

しかし、前年からは4.7pt の低下となり、親族間の事業

承継割合は急減している。

一方、血縁関係によらない役員などを登用した「内部昇

格」が33.9％となり、前年から2.5pt 増加した。また、買収

や出向を中心にした「Ｍ＆Ａほか」の割合が20.3％と、調

査開始以降で初めて20％を超えた。

一方で、同じ親族外の承継でも社外の第三者を代表と

して迎える「外部招聘」は7.5％にとどまった。

４ 就任経緯別に見た先代経営者との関係推移

同族（親族内）承継は明らかに減少。一方内部昇格（役員・従業員承継）、M＆Aは着実に増加。



事業承継のタイミングを逃すと

11



後継者難による倒産件数休廃業・倒産件数

５ 休廃業・倒産件数の減少と後継者難による倒産件数の増加

企業の休廃業・倒産件数は、2022年まではコロナ禍の中でも、ゼロゼロ融資等による公的支援策の実施により減少傾
向を示した。（２０２３．５月現在倒産は１３か月連続して増加）一方、後継者難による倒産は、着実に増加傾向にある。

資料：（株）帝国データバンク全国企業「後継者不在率」動向調査（2022）



２．事業承継を円滑に進めるために必要なこと
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１ 事業承継3つの類型

14

２-2. 親族外承継（第三者）

２-1. 親族外承継（役員・従業員など）

社内外の関係者に受入れられやすく承継準備期間を長くとれる

経営能力と意欲が不十分な可能性、相続人が複数いる場合、後継者への

経営権集中が課題

業務に精通しており、他の従業員などの理解を得やすい

株式取得等の資金力の欠如、個人債務保証の引継ぎが困難

適任者を外部に求められる、現オーナーが会社売却利益を得られる

希望の条件を満たす買い手を見つけるのはとても難しい

１. 親族内承継



事業承継で引き継ぐもの（価値）

経営（人）

・経営権
・後継者の選定、育成
・後継者との対話

資産（もの・金）

・株式
・事業用資産
・資金（運転資金・借入金）

知的資産

・経営理念 ・従業員の技術  ・社内のノウハウ
・経営者の信用 ・顧客情報  ・知的財産権（特許等）
・取引先との人脈 ・許認可  ・企業文化

儲ける仕組み

相
続
税
対
策

決算書に
載っている

価値

中小企業庁「経営者のための事業承継マニュアル」P６ （編集加工）
15

決算書に
載らない
価値

２ 事業承継で引き継ぐ財産とは

➢ 事業承継とは“現経営者から後継者へ”「人」「資産」「知的資産」“
など企業がこれまで培ってきた財産を引き継ぐこと。



２．事業承継５つのステップ（１）

日本政策金融公庫「つなぐノート」P4
16

３ 事業承継の準備から実施までの５つのステップ

さあ！
始めよう

事業承継(親族内）は、後継者選びから承継完了まで最低でも５年は必要と言われています。



２．事業承継５つのステップ（２）

17
日本政策金融公庫「つなぐノート」P4

こんな会社
です

長所を
のばす



２．事業承継５つのステップ（３）
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日本政策金融公庫「つなぐノート」P4

仕上げです

肝心なこと
よく考える

ポスト事業承継（成長・発展）



３．事業承継・引継ぎ支援センターの役割
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20

商工会議所・商工会

金融機関、中小企業団体中央会
信用保証協会、産業経済振興センター

国、県、市町村
弁護士会、税理士会、その他士業団体

①ネットワーク構成機関との連携
②後継者未定、後継者不在、親族内承継等
の事業者へのアドバイス
③M＆Aマッチング支援
④後継者人材バンクを活用した創業希望者
とのマッチング支援
⑤エリアコーディネーター派遣による課題
整理
⑥専門家派遣による個別課題の解決支援
⑦事業承継計画策定支援
⑧事業承継に関する広報・周知

相談、巡回
事業承継診断アンケート
セミナー

エリアコーディネーター
センター職員

専門家・
登録支援機関

事業承継計画策定支援
M&Aマッチング

構成機関

１ 事業承継引継ぎ支援センターの役割

１

２

３

４

５

連絡

センターの主な業務

支援のしくみ



２ エリアコーディネーターのご紹介（全て中小企業診断士）
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棚瀬 大貴
【エリアコーディネーター】

（岐阜・中濃担当）



３ 事業承継引継ぎ支援センターの役割 支援メニュー

岐阜県事業承継・引継ぎ支援センターエリアコーディネーター、サブマネージャー

step1
事業者との会話の中で、事業
承継時の課題整理、方向性を
話し合います。

step2
方向決めに基づき、支援方法
の決定、支援専門家の選定及
び派遣をします。

step3
支援方法別に進捗を管理し、
事業承継完了までサポート
（支援・助言）します。
完了後もPMI（ポスト、メー
ジャー、インテグレーショ
ン）をサポートします。

方向決めと対応



４ よくある相談例

事業の見通しが不安定な中、承継すべきかどうか?
後継者がいないがどうしたらよいか?
誰に継がせるか具体的なことを決めていない。
後継者候補はいるけれど、まだ話していない。
事業承継するつもりで戻ってきたが一向に話がない。
業績好調、株式の移転をうまくやりたい。
業績不芳、後継者に承継すべきか。
多額の経営者保証はどうなるか?
何から手を付けたらよいかわからない。
特例事業承継税制を利用したい。
「固定合意」「除外合意」を利用したい。

すぐに解決できる相談は少ない。
だからこそ、まずは当センターに相談してもらうことをおすすめします。 17



４． 親族内承継で活用できる施策
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１ 事業承継時の株式の取得方法
①相続

②売買

③贈与

ア 基礎控除を活用して毎年贈与を受ける。

イ 贈与税の特例（相続時精算課税制度）を活用する。

ウ 贈与税を支払いつつ、スピーディーに贈与する。

○ 座して待つのでなく、広い視野の専門家に相談をする。

○ まず株価算定。

○ 経営承継円滑化法の活用も選択肢として考える。



２ 経営承継円滑化法

1. 事業承継税制
1. 非上場株式等に係る贈与税・相続税の納税猶予制度
2. 個人の事業用資産に係る贈与税・相続税の納税猶予制度

2. 遺留分に関する民法の特例
1. 生前贈与株式等・事業用資産の価額を除外（除外合意）
2. 生前贈与株式等の評価額を予め固定（固定合意）

3. 金融支援
1. 日本政策金融公庫の特例（融資）
2. 中小企業信用保険法の特例（信用保証）

4. 所在不明株主に関する会社法の特例



３ 非上場株式等に係る贈与税・相続税の納税猶予制度



４ 除外合意と固定合意
除外合意とは

・遺留分の算定基礎財産から後継者が先代経営者から贈与等によって取得した自社株式の

価額を除外して計算するための推定相続人全員での合意手続きとなります。

・この合意手続きを行うことで他の相続人は自社の株式の分について遺留分の主張ができ

なくなるので、相続紛争のリスクを抑えつつ、後継者に対して集中的に株式を承継させる

ことができます。

固定合意とは

・遺留分算定の際に合意した時からの値上がり価額については遺留分の算定には含めない

とする推定相続人全員での合意手続きです。

・この固定合意によると自社株式の価額が上昇しても遺留分の額に影響しないことから、

後継者の経営努力により株式価値が増加しても、相続時に想定外の遺留分の主張を受ける

ことがなくなります。



５．親族内承継の支援事例
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前代表取締役（お父様）伊藤裕一様

現代表取締役（ご子息）伊藤太一様

１ 事業承継計画策定がとりもつ親族内承継

資材置場

関係者と事業承継計画書を共有しました。株式会社イトウ建材店（本社）

30

配布冊子
「未来へのバトンをつなぐ」P8、9をご参照ください。

2021/9
裕一氏が当センター

に相談

2021/10
事業承継計画策定に

着手

2022/4
事業承継計画書完成

（特例事業承継税制の活用）

2025/12
代表者を太一氏に交代
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基

本

方

針

現在 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

会

社

社内

社外

　　　令和　　　年　　月　　日

本事業承継計計画に同意します。

現代表者 住所

氏名 印

後継者 住所

氏名 印

補足

★表紙、概要・分析も作成してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　【注意】計画の実行にあたっては専門家と十分に協議した上で行ってください。

持株（％）

後

継

者

年齢

役職

後

継

者

教

育

持株（％）

事

業

計

画

売上高

経常利益

定款

株式

その他

現

経

営

者

年齢

役職

関係者の

理解

後継者教育

株式・財産

の分配

項目

事業承継計画書（B）

社名 後継者 親族内　　・　　親族外

２ 事業承継計画書＝事業承継の道しるべ

事業者の概要
沿革・株主・親族関係など

事業承継における
経営課題の整理

SWOT分析
円滑な事業承継への骨子

事業承継計画書

32

配布冊子

「中小企業のための事業承継
対策」P26以降をご参照くださ
い。

岐阜県事業承継・引継ぎ支援センターは、円滑な親族内承継のため

無料で専門家を派遣し、事業承継計画書の策定支援を行っています。お気軽にご相談ください。
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事業の
見える化

課題の
見える化

財務の
見える化

・会社概要
・現状と将来の見込み
・知的資産
（企業における競争力の源泉。人材・技術・組織力・顧客ネット

ワークなど目に見えにくい経営資源の総称）
・事業の強み、弱み

・売上、支出状況
・借入状況（経営者保証）
・売掛、買掛状況
・固定資産、在庫状況（実態把握）
・企業価値（株価算定）

・いつ、だれに、何を引き継ぐか
・だれが取り組むのか
・ステークホルダーはだれか
・課題の重要度、優先度は
・だれの助けが必要か

３ 事業承継計画書の目的と効果

①事業に対する理
解を深めることがで
きる。

②被承継者と承継
者の事業経営の方
向性の共有ができ
る。

③安心安全な事業
承継ができる。

④やり残しの点検
ができる。

⑤経営革新をはか
ることができる。

事業の継続、発展

効果！



ご清聴ありがとうございました。
１０分間の休憩です。
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